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 2021年度から、センター試験に替えて達成度テストを導入する方向で、
入試改革の検討がなされている。
そこでの議論の本質は、教科学力を単一の指標とする入試に対する問題提起である。
本特集では、高校と大学での学びや活動が
その後の社会生活にどうつながり、生かされるのかという視点から、
高大接続のあり方を今一度問い直す。
教科学力に加え、学び続けることに対する期待と意欲を高校と大学が連携して育て、
これらを従来の「学力」と合わせて評価するという新しい接続のあり方を探る。

「学力」から「期待と 意欲」へ
～高大接続にもう一つの「橋」を架ける～

[特集 ]

高大とも、
「教科学力を中心に据え、

関心や意欲、
高校での活動を

多面的に評価する入試」
を支持

➡P.8 調査データ

高校の期待

社会が求める人材像を起点に、
教科学力以外の力も含めて多面的に評価する入試へ。

入試改革にとどまらない接続改革を
➡P.4ベネッセコーポレーション　山下仁司氏

大学の意識・取り組み

高校で培われた学びの意欲を
入試で評価し、意欲に応える教育を行う

➡P.14筑波大学　大谷奨氏

「社会で生かせる」力が
専門的学びを通して

どう身に付くかを示し、期待を高める
➡P.17専修大学　嶋根克己氏

「大学教育を受けるための準備度」を
確認するプロセスを通し、

受験生を成長させるAO入試を実践
➡P.20京都工芸繊維大学　山本以和子氏

高校は自らの教育の質を保証し、
大学は入試で期待と意欲、
さまざまな活動の評価を
➡P.12国立音楽大学

（全国高等学校長協会前会長）
及川良一氏
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　● 特集　「学力」から「期待と意欲」へ

ぎ、発展させることが目的だ。
　高学力の学生が集まっている大学で
も、従来の入試のあり方を問い直し、
教科学力だけでなく、高校における学
習姿勢や大学での学びに対する期待、
意欲、適性等を重視した入試を試み始
めている（図表１）。
　このうち東京大学、京都大学の入試
改革にその萌芽が見られる「多面的・
総合的に評価する入試」について、
「性格、人格を見る人物本位の入試」
「一分野に秀でた天才を採用する入
試」といった懐疑的な見方もあるが、
それは的はずれな捉え方だ。両大学に
共通するのは、「自ら課題を設定し、
学ぶ楽しさを味わった経験とそのエビ
デンスを示せる受験生であれば、入学
後も主体的、探究的に学び、社会を牽
引する人材に育つであろう」という明
確な評価軸である。
　これらの大学の試みが成果を挙げ、
募集枠の拡大につながったり、他大学
に同様の動きが広がったりすれば、初
等中等教育へのインパクトは相当大き
い。変わり種入試の一つと過小評価し
ていると、時代の流れを見誤るだろう。

　大学入試のしくみ自体がはらむ問題
と併せて、高校での進路指導、大学か
ら高校生への働きかけといった入試以
外の高大接続についても、考え直さな
ければならない。大学での学びに対す
る期待や意欲、適性に基づく進路選択
を促し、それらの資質を持った受験生
を大学が見いだす必要があるからだ。
　これまで教育接続の議論は、学力の
保証という点に偏り過ぎていた。土台

となる学力がなければ大学での学びが
おぼつかないのは事実だが、大学で専
門を学ぶ意味、大学での学びと高校ま
での学習との違い、多くの学生にとっ
て大学は社会に出るまでの最終準備段
階であるという当たり前のことを、大
学選びや入学前までに伝える努力に欠
けていた。
　多くの高校の進路指導は、さまざま
な職業を調べて目標を定め、次にその
職業に結びつく学部・学科を調べ、そ
れが学べる大学を選ぶという流れに
なっている。そこでは、なりたい職業と
いう具体的な夢を、全ての高校生が持
つべきとのプレッシャーを与える。
　実際は「夢」として挙げられるよう
な職業に就く者は少数であるし、今の
多くの高校生が18歳で一生の職業を選
べるとは思えない。多くはサラリーマ
ンになり、大学で学んだ専門知識を仕
事に直接生かすことは少ない。
　ベネッセの調査から、大学進学者の

３分の２は、将来なりたいもの、就きた
い職業を目標にせず、進学していること
がわかった。そういった高校生に本気
で学ばせるための目標をどのように持
たせるのか。その一つの答えが、知的
好奇心を基準に選ばせることである＊2。
　その学部で学べるのは、何を研究
し、明らかにする学問なのか。どんな
ことをおもしろいと思う人に向いてい
るのか。その学問は、どんな分野で、
どのように社会に貢献してきたか。自
分が知的におもしろいと思うことを軸
に学部を選べば、入学後に主体的に学
ぶ動機になるはずだ。また、各専門領
域の魅力を高校生に伝えることは、高
校教員だけでは荷が重く、大学側も協
力すべきだ。ただし、専門の中身その
ものの一方的な説明ではなく、それと
社会との関わり、その中で行われる探
究的な学びを高校生がわかるように伝
え、ワクワクさせられるかが勝負だ。
　また、これからの大学は、魅力的な

「就きたい職業」に加え
「知的好奇心」の重視を

　教育再生実行会議の提言を受けて、
中央教育審議会は達成度テストの導入
を柱とする入試改革の議論を続けてい
る（2014年９月現在）。その出発点に
は、初等教育から高等教育に至る学校
教育全体を通して、社会が求める人材
をいかにして育成するかという課題が
ある。
　どんな職業に就くにせよ、社会では
複雑な状況を総合的に判断しつつ、
「正解のない問題」に取り組むこと
になる。そこで必要とされる能力や
資質を、「社会人基礎力」「学士力」
「DeSeCo＊1のキー・コンピテンシー」
などをふまえて私なりに定義すると、
以下３点が挙げられる。まず、自ら問
いを立てて解決できる主体性で、自分
の責任において自ら動き、何かを始め
る姿勢だ。次に、高度なレベルの思考

力で、これは探究力、課題解決能力と
も言い換えられる。そして対人関係能
力。他者と協働できる力だ。
　これまでの小中高12年間の教育で
は、おおむね、用意された問いと答え
を受動的に理解し、暗記することが要
求されてきた。この状況をもたらした
最大の要因が大学入試だ。現状の入
試で合格するために必要なのは、忍耐
力、粘り強さ、大量の情報を記憶し正
確に再生する力、要領の良さなどだ。
社会が求める人材像とはベクトルが異
なるこれらの能力を身に付け、学力テ
ストで点数を取ることが、小中高にお
ける実質的な教育目標になっていた。
　大学にとっても、現行の入試制度は
多くの問題をはらんでいる。１点刻み
の点数によって合否を判定する学力偏
重の入試では、その大学・学部が求め
る適性や学習意欲、期待は測れない。
一方、これら適性等を合否の基準にす
べき推薦・AO入試は、学力不問で早期

に学生を確保する手段になりがちで、
本来の機能を果たしていないケースが
多い。学力の偏重、不問、いずれのタ
イプの入試も、入学後のミスマッチや
意欲の低下を引き起こす一因となって
おり、大学での成長を阻害している。
　小中高は2008年度以降、新学習指導
要領の段階的な実施に伴い、「習得・
活用・探究」をテーマに、知識のアウト
プットや問題解決型の思考を重んじる
教育への移行を図っている。時をほぼ
同じくして大学でも、「学士力」「社会
人基礎力」といった汎用的な能力に注
目が集まり、これらの育成に力が注が
れるようになった。
　この大きな流れを分断しているの
が、大学入試である。達成度テスト導
入の検討をはじめ、高大接続に関わる
政府の動きは、入試に対する社会や大
学の考え方を変えることによって、小
中高の教育改革を進め、そこでの人材
育成を大学が分断することなく引き継

社会が求める力の育成を
分断する大学入試

【図表１】個別大学の入試改革の動き

※各大学の発表資料より

東京大学
2016年度入試から「推薦入試」（募集人員100人）を実施。同
大学の教育理念への共感、学びに対する旺盛な興味や関心、成
長への強い意欲などを重視。高校在学中に作成した論文や国際
科学オリンピックなど、各種コンテストの成績などを評価する。

京都大学
2016年度入試から「京都大学特色入試」（募集人員110人程度）
を実施。広い学習に裏付けられた総合力と学ぶ力、高い志を評
価する。高校長が志願者の学びの実績を記す「学業活動報告書」、
志願者が作成する「学びの設計書」の提出を求める。

国際基督教大学
2015年度入試から、対話力や学際性への適性を判断するため、
一般入試に新科目「総合教養」を導入。約15分間の録音講義を
聴いた後、人文科学、社会科学、自然科学、学際的な視点の各
分野の問題を解く。

早稲田大学
入試開発オフィス、入試開発検討会を各2013年度に、入学者
選抜オフィスを2014年度に、それぞれ設置。入試改革を行い、
真に同大学に憧れる学生、現行の一般入試では測れない能力を
持つ学生を世界中から発掘する。

社会という出口を見据えて
再構築すべき「高大の新しい橋」

目下、展開されている入試改革の議論の根本にあるのは、
社会が求める人材を育成するには、
どのような高大の教育接続が必要かという問いかけである。
山下氏は、生徒・学生が主体的に学び、社会で活躍する力を身に付けるには、
学力だけではなく、大学への期待と意欲でつなぐ接続が必要だと指摘する。

山下 仁司

ベネッセ教育総合研究所
高等教育研究室主席研究員・チーフコンサルタント

1983年福武書店（現ベネッセコーポレーション）入社。進研模試
副編集長、ニューライフゼミ英語教材編集長、ベルリッツ・アイル
ランドでのシンガポール出向、国際教育事業部長、ベルリッツ・ジャ
パン取締役、英語力測定テスト「GTEC」開発統括マネージャーな
どを経て現職。

やました・ひとし

提言
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専門教育を行うだけでなく、社会で活
躍するための力を身に付ける場所と
しても機能すべきだ（図表２）。これ
らは相矛盾するものではない。専門の
学び、学問を通して「探究的な学びの
手法」が身に付くはずだ。探究的学び
では本来、情報の収集と分析、課題
発見、課題解決のプロセス、グループ
ワークなどの力が育成される。これら
の汎用的な能力や主体性が、卒業後も
職業にかかわらず役立つのである。
　このような力が身に付くことを、大
学は高校生に十分に伝えきれていな
い。例えば出前授業では、その分野な
らではのどんな手法によって、これら
の力が身に付くのかを伝え、学びへの
期待と意欲を高めるべきだ。特に専門
分野と職業の関連が薄い文科系の学
部・学科においては、大学の学びと社
会とのつながりを説明するために、こ
うした取り組みが不可欠と言える。

　大学では主体的に学ぶ姿勢があっ
てこそ力がつくというメッセージを
高校生に伝えるために、「日本型AP
（Advanced Placement）」を提案した
い。アメリカで行われているAPは、高
校生が大学レベルの科目を履修し、大
学入学後に単位に算入されるといった
システムだが、ここで言う日本型APと
は、大学での学び方を先取り体験させ、
期待や意欲を醸成する取り組みだ。
　大阪府の四條畷学園高校は帝塚山
大学、近畿大学などの協力を得て、大
学の普段の授業を学生と共に受ける
「一日大学体験」を実施している。参
加した生徒は、「自分から進んで学習
に取り組む必要がある」「本当に興味
がある分野でないと授業についていけ
ない」などの感想を持ち、大学の学び

に対する心構えを持ち始める＊3。専門
知識を詰め込む授業、共同作業を伴う
授業、少人数のゼミなど、形式の異な
る複数の授業を通して多様な学び方が
あることを理解させるのもよい。
　ある看護系の大学は、推薦・AO入
試の合格者を対象とした入学前教育
で、生徒自身が事前に高校の許可を得
て、保健室で自分の血圧を測るワーク
を課している。高校までの暗記型の学
習と、大学の主体的、能動的な学習の
違いを体験できるグッドプラクティス
だ。このような体験の機会を、入学前
教育だけでなく、その手前の出前授業
等の高大連携でも提供してはどうか。
　大学入学後、接続を図るための施策
として初年次教育がある。初年次教育
を行う目的はさまざまだが、ここで、大
学で学ぶ意義をあらためて考えさせる
のも効果的だ。
　國學院大學法学部では、入学後半

入学前後に必要なのは
学力以上に意欲の向上

年間行われる初年次教育で、「何のた
めに法学を学ぶのか」を議論させてい
る。何度か議論を経ると、仕事や生活
に役立つという知識的な価値のほか
に、法学を学ぶ手法や考え方が社会で
有用であることに気づく。例えば、１つ
の条文についていろいろな解釈を試み
る作業を通じて、多角的に物事を見る
力が付くという点だ。この気づきが、そ
の後の学びの姿勢を大きく変える。
　私も一部参加したFuture Skills 
Project研究会＊4が行っているPBLの
実践は、さまざまな大学と企業が連携
し、入学したての学生に企業から課題
を提供し、解決策をプレゼンさせる。
これも、入学直後に実施する点に意味
がある。探究的、協働的な学びを体験
して大学における学び方とその意義を
理解することが、その後の学習効果を
高めるからだ。
　基礎学力の補充は、入学後にリメ
ディアル教育を行うのが一般的だが、
大学での学びや専門領域に対する期待
と意欲を十分に高めれば、本人が必要
な学力の不足に気づくだろう。入学後
に高校の学習を課すよりも、その時間
を大学の学びの動機付けに費やすほう
が有効ではないだろうか。リメディア
ル教育は意識が高まった後に実施した
ほうが効果が高いはずだ。

　再び、入試改革の話に戻ろう。今後
の大学入試はどうあるべきか。政府は
大学に、達成度テストによって一定の
学力を確認したうえで、能力、意欲、
適性を多面的、総合的に評価する入試
への転換を求めている。多くの大学関

係者は、こうした入試では面接などの
手間や評価の難しさから「非現実的」
と断じるが、海外の事例を見ると必ず
しもそうではないことがわかる。
　例えば、出願した生徒にレポート
を作成させる方法。イギリスのGCSE
（中等教育修了試験）では、試験の一
部として、「自分の住んでいる町がど
のように発展してきたかを論ぜよ」と
いったテーマを事前に与えるエッセイ
を課していた＊5。日本的な小論文では
なく、課題に対し自らの仮説を立て、
その検証方法も考え実践させる、探究
的な学びの能力や態度を測定するもの
である。また、周知のとおりアメリカで
は、高校までの活動履歴やエッセイな
どの書類選考のみで能力、意欲、適性
を測る大学が大半だ。
　今後はエッセイをはじめとする書類
の選考など、能力、意欲、適性を評価
する方法を開発し、実施するための専
門的な能力を持つプロが不可欠とな
る。これまでの「入試課」などの機能
に加え、大学（学部）のアドミッショ
ン・ポリシーに基づく学生確保を担当
するアドミッションオフィス機能の高
度化が求められる。
　能力、意欲、適性の評価では入試の
公平性を確保できないとの声もある。
だが、入試で大切なのは、自学が必要
とする学生を確保することだ。独自の
基準で選抜する以上、重視するポイン
トで他大学との違いが出るのは当然で
あり、万人にとって公平な入試などあり
得ない。選抜の基準や方法自体が各大
学の特色を表すようになれば、「公平」
とされる学力試験が難易度ランキング
という形で大学の序列化をもたらす現
状にも、変化が生まれるかもしれない。
　また、主体性や思考力を重視する

観点から、国際バカロレア（IB）入試
を導入する大学が増えている。IBの
教育目標は、探究する人、知識のある
人、考える人など、明確に設定されて
おり、最終試験は、科目の枠組みを超
えた高度な思考力を要するテーマにつ
いて、修得した知識を基に自分の考え
を記述する試験を課す。これらの要素
が、今の日本社会が必要とする人材像
とオーバーラップし、評価されている
のだろう。IBの教育方法や認定基準に
は、今後の高大接続改革の方向性を探
るヒントが多分に含まれている。

　大学は専門教育機関という面に加
え、10代後半から20代前半の若者を一
人前の社会人にするための教育機関で
もある。個々の大学が社会に必要とさ
れる人材像を描き、育成をめざすべき
だ。それを成功させるには、入学後に
成長し、社会で活躍する可能性の高い
人材を受け入れる必要がある。そのた
めに高校と連携し、人材獲得の裾野を
広げる努力が求められる。
　各大学にアドミッションオフィスが
設置され、受験生の資質を判断できる
プロが養成され、入学後の教育がその
資質を伸ばすものに変化していけば、
大学のみならず日本の教育全体が、正
解がない問いに挑める人材を生み出す
しくみに変わっていくに違いない。
　日本の将来を左右する課題として、
入試改革、接続改革の動きを注視し、
高校と積極的なコミュニケーションを
取る必要がある。それにより、自学の、
そして日本の教育を希望ある未来へと
導けるのではないだろうか。（談）

入試の「公平性」と
求める人材像の問題

入試改革、接続改革が
日本の教育を変える

【図表２】社会参画の力をつけるための大学の取り組み例

※文部科学省「高等教育局の大学設置基準改訂の目的・内容の説明資料」を参考に、編集部が作成

高校との接続

正
課
教
育

正
課
外
教
育

基礎的・汎用的能力の育成
・コミュニケーション能力
・課題発見力
・課題解決力
・チームワーク
・リーダーシップ
・主体性
・ストレス耐性　　　など

探究的な学びの手法
（課題発見、情報の収集と分析、

グループワークなど）

専門教育

（学びの転換、
学ぶ意義の確認）

初年次教育

教養科目

留学、
インターンシップなど

身
に
付
け
る
べ
き
能
力
（
Ｄ
Ｐ
）
の
明
確
化
と

到
達
度
の
評
価

大学の学びに対する期待
や意欲、適性を評価する
という基本的な考え方

・進路選択の支援
（専門領域の魅力の案内、
出前授業による学び方の体
験など）

・入試制度の開発、実施
（エッセイを含む書類選考
など）

・入学前教育の実施
（学びの動機付け）

・主体性
・思考力
・対人関係能力

入学

社会で
活躍する
ための力

＊３  「VIEW21 大学版 2013 vol.2」（ベネッセコーポレーション）P.18 参照 ＊４　一般社団法人 Future Skills Project 研究会　http://www.benesse.co.jp/univ/fsp/
＊５　鈴木秀幸「イギリスの中等教育修了資格試験（GCSE）の特徴と、我が国の参考とすべきこと」http://www.p.u-tokyo.ac.jp/sokutei/pdf/vol06/p154-167.pdf

　● 特集　「学力」から「期待と意欲」へ
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　この調査は、全国の高校長と大学の
学科長を対象に実施された。
　まず、現状の入試を大学がどのよう
に評価しているか見てみたい。「入学
者選抜はうまくいっているか」を５件法
で聞いたところ、「うまくいっている」
と回答したのは4 . 6％にとどまった。

「まあうまくいっている」（68.9％）が
多数派であるが、「あまりうまくいっ
ていない」（21.0％）、「うまくいって
いない」（2.5%）と、４分の１の大学
は何らかの問題を抱えている。
　入試方式別に「入学させたい学
生が選抜できているか」を聞いたと
ころ、「できている」は一般入試の
11 . 3%が最も多く、指定校推薦入試
やAO入試は５%を下回る。指定校推

薦、一般推薦、AOそれぞれの「あまり
できていない」「できていない」を合計
すると25%程度に上った。
　また、「入試を通して、入学者の能
力や意欲を把握できているか」を入試
方式別に聞いたところ、方式ごとに、
把握できていない能力や資質があると
認識していることがわかる。一般入試
では、「学習に必要な教科の知識」が
「把握できている」（「とても」と「ま

一般入試もＡＯ入試も
「現状には問題あり」

あ」の合計、以下同）が85.3％の一方、
「自分の考えを文章を用いて表現する
力」が「あまり把握できていない」は
28.6％に上る。対してAO入試は、「自
分の考えをわかりやすく話す力」は
48 . 2％が「把握できている」が、「学
習に必要な教科の知識」は、18.0％が
「あまり把握できていない」という。
　「その力を問うていない」という選
択肢もある中で「把握できていない」
と答えており、その能力の有無を問う
意図がありながら、把握できていない
状況がうかがえる。一般入試もAO入
試も、必要な能力や資質の一部を適切
に把握できていないという、共通の問
題を抱えているようだ。

　では、どのような方向性で入試改革

を進めるべきなのか。高校と大学に賛
否を答えてもらった結果が図表１だ。
　従来どおりの「教科学力中心の評
価」の肯定率（「とてもそう思う」と
「まあそう思う」の合計、以下同）が
高大ともに８割前後に上る。一方で、
「思考力・表現力などの多様な能力」
「学問に対する関心・意欲や大学での
目標」等を評価することに対する支持
も７割前後で、教科学力を中心に、能
力や適性を多面的に評価する入試に賛
同していることがわかる。
　「高校での課外活動や社会活動等」
を評価することの肯定率は、高校の
61.9％に対し、大学は43.1％と差が大
きい。自学の学生のこれらの活動につ
いては、人材育成の観点から重視し、
支援に力を入れる大学も増えつつある
一方で、高校における同様の活動を入
試で評価することには、高校教員ほど
積極的ではないようだ。

　入試を変えれば高校生の学習姿勢
が変わると考えられているだろうか。
「入試改革によって高校生は積極的に
学習に取り組む」の肯定率は、高校が
48 .4％、大学34 .8％で、高校のほうが
10ポイント以上高い。入試が高校生の
学びを規定していると考える高校教員
が依然、半数近くいるのに対し、大学
は、学習意欲に対する入試の影響力が
低下していることを実感し始めている
と言えそうだ。
　課題解決のためには、入試以外の接
続、そして高校と大学それぞれの教育
も含めて見直す必要がありそうだ。図
表２は、接続のあり方について高校と
大学に聞いた結果を示している。
　「講義形式以外の授業の導入」や
「探究的な活動の充実」など、高校教
育の改革には、当事者である高校側が
より積極的な姿勢だ。的確な進路選択
ができない高校生が多いことを前提に

入試改革による
学びの改善には懐疑的

　● 特集　「学力」から「期待と意欲」へ

【図表１】今後の大学入試のあり方

とてもそう思う まあそう思う あまりそう思わない
まったくそう思わない

0 10010 20 30 40 50 60 70 80 90 （％）

教科学力を中心に評価するのがよい

思考力・表現力などの多様な能力を
今以上に重視して評価するのがよい

高校での課外活動や社会活動等の状況を
評価の材料にするのがよい

学問に対する関心・意欲や大学での目標を
評価するのがよい

共通試験があれば、大学個別の学力試験は
廃止してもよい

大学入試を改革すれば高校生は
もっと積極的に学習に取り組むだろう

わからない・無回答
肯定率＊

＊「とてもそう思う」＋「まあそう思う」

19.3 60.4 18.9 0.6 0.8

18.7 61.4 18.4 0.4 1.1

11.1 61.3 26.0 1.1 0.5

13.5 57.3 26.7 1.4 1.1

6.3 55.6 33.1 4.1 0.9

2.5 40.6 46.2 9.6 1.1

8.0 59.8 28.6 2.7 0.9

10.9 63.2 22.3 2.4 1.2

2.1 13.2 53.9 30.3 0.5

8.3 25.3 44.4 20.9 1.1

10.6 37.8 44.5 6.6 0.5

9.0 25.8 48.2 15.8 1.2

79.7
80.1

高校
大学

72.4
70.8

高校
大学

61.9
43.1

高校
大学

67.8
74.1

高校
大学

15.3
33.6

高校
大学

48.4
34.8

高校
大学

【図表２】今後の高校と大学の接続のあり方

とてもそう思う まあそう思う あまりそう思わない
まったくそう思わない
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高校でディスカッションや
グループワークなど、講義以外の
授業方法をもっと取り入れたほうがよい

高校で今以上に探究的な活動を
充実させたほうがよい

大学の学内での学生の転部を
もっとしやすくしたほうがよい

他大学への編入・転学を
もっとしやすくしたほうがよい

入試の段階では細かく専門に分けず、
大学入学後に専門を
選べるようにしたほうがよい

大学での進級や卒業の認定基準を
もっと厳しくしたほうがよい

高校教員と大学教員の交流の機会を
増やしたほうがよい

わからない・無回答
肯定率＊

＊「とてもそう思う」＋「まあそう思う」

22.9 62.7 13.7 0.2 0.5

18.5 56.5 21.6 2.0 1.4

16.1 66.4 16.8 0.1 0.6

13.8 55.6 27.2 1.8 1.6

8.7 54.7 35.1 1.0 0.5

7.8 38.3 45.2 7.1 1.6

8.8 49.2 40.0 1.5 0.5

6.6 36.0 48.3 7.9 1.2

14.1 57.4 26.1 1.8 0.6

10.0 47.6 35.3 5.7 1.4

23.4 56.1 19.6 0.1 0.8

18.4 53.7 25.3 1.3 1.3

17.4 67.0 14.5 0.6 0.5

12.6 61.8 22.5 1.9 1.2

85.6
75.0

高校
大学

82.5
69.4

高校
大学

63.4
46.1

高校
大学

58.0
42.6

高校
大学

71.5
57.6

高校
大学

79.5
72.1

高校
大学

84.4
74.4

高校
大学

多面的評価に共感しつつ
具体的手法には不安と疑念
〜ベネッセ教育総合研究所「高大接続に関する調査」から〜

データで見る高大の意識

達成度テストの導入を柱とする入試改革、高大接続改革については、
2013年の教育再生実行会議第４次提言を受け、中央教育審議会で議論されている。
ベネッセ教育総合研究所が高校と大学を対象に実施した「高大接続に関する調査」から、
高校と大学それぞれが、入試改革、高大接続の現状と課題について
どう捉えているか見ていく。



「高大接続に関する調査」
■ 調査主体：ベネッセ教育総合研究所   ■ 調査方法：郵送法による質問紙調査    ■ 調査時期：2013年11〜12月
■ 調査対象・回収数：【高校】校長 1,228人（配布数 2,500通、回収率 49.1％　※無作為抽出）
　　　　　　　　　　【大学】全国の国公私立大学の学科長 2,015 人（配布数 5,060通、回収率 39.8％）
　　　　　　　　　　　　　　※大学院大学、放送大学、通信制大学、社会人が主な対象の学部・学科を除く全てに配布
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した大括り入試や入学後の進路変更な
ど、大学側の支援体制についても、高
校のほうが強い問題意識を持っている
ことがうかがえる。
　学力や学習意欲が十分でない生徒
も大学に送り出さざるを得ない高校、
それを受け入れざるを得ない大学が
ある中、大学が教育責任を果たす形で
「進級や卒業の認定基準をもっと厳し
くしたほうがよい」の肯定率は、高校
79.6％、大学72.2％に上った。

　図表は省略するが、この調査では、
審議中の入試制度改革の方向性に対
する賛否も聞いている。今回の入試改
革の柱とも言える「共通入試を基礎
とした多面的な評価」に対して、賛成
（「賛成」と「どちらかといえば賛成」
の合計、以下同）は、高校、大学共に
６割に上る。
　一方で、「センター試験の廃止」

「基礎と発展２種類の達成度テストの
導入」については、特に高校側の反対
（「反対」と「どちらかといえば反対」
の合計、以下同）がそれぞれ41 . 6％
（賛成は19 . 6％）、41 . 4％（賛成は
27.2％）と目立つ。自由記述には、「段
階別や多面的評価を合否につなげる
プロセスが不明瞭になり、明朗性、平
等性が損なわれる」「内面に立ち入る
“人物重視”の入試がよいのか疑問」
といった声がある。「多面的評価」を
「人物評価」と解釈したうえでの慎重
論、「入試の公平性」の観点からの否
定的意見が多い。
　「達成度テストの複数回受験」につ
いては、高校で反対、大学では賛成
がそれぞれ多い（高校：賛成31.8％、
反対40 .6％。大学：賛成43.6％、反対
23 .2％）。高校からの自由記述では、
授業や部活動、学校行事等への影響が
指摘された。そこからは、「高校の教
育活動は大学入試によって大きな影響
を受けざるを得ない」という根強い考
えが浮かび上がる。 

　達成度テスト（発展レベル）の結果
の段階別表示については、高校・大学
ともに賛否が分かれた。知識偏重の１
点刻みの選抜からの脱却をめざしたも
のであるが、「段階の境界で結局、１
点差のレベル分けが行われる」と、こ
こでもやはり「公平性」の観点から疑
問視する声が目立つ。
　これらの結果をふまえて考えるべき
は、高校と大学、および社会全体が、
今回の入試改革の根本的な理念を理解
し、共有すること、そして、理念を確か
な形で結実させるために、育成すべき
人材像の下で高大が相互理解と連携を
深めることではないか。
　「経済活性化、国際競争力強化のた
めの人材育成」という政府の関心事は
さておき、一人ひとりが多様な潜在力
を存分に開花させて幸せな人生を送
るうえで、現在の入試、高大接続には
どのような課題があるのか大局に立っ
て考える必要がある。多様な大学がそ
れぞれにふさわしい学生をそれぞれの
やり方で選ぶとき、社会は「客観性」

「公平性」をどこまで問うべきなのか
といった議論に基づく「入試観」の成
熟が求められる。
　高校に、従来の受験指導的な教育を
期待していない大学も多いはずだ。そ
れらの大学は、普段の授業をちゃんと
受けているか、自学が求める学力水準
に達しているかどうかを見るために共
通テストを使うという姿勢を明確にす
べきだろう。そのための段階別評価、
複数回実施でなければ意味がない。
　そのうえで大学は、高校に対して
「受験指導ではない教育を行い、探究
的な学び、そして部活や学校行事にも
しっかり取り組ませてほしい。大学は
共通テストで教科学力を確認する一
方、これらの活動を通して培われた能
力や意欲も、面接、エッセイ等で評価
したい」というメッセージを届けるべき

だろう。

　図表３は、学力を含む多面的な能力
の評価という入試改革の方向性につい
て、高校に意見を聞いた結果である。
「従来の学力試験にはあらわれない能
力・適性を大学に評価してもらえるの
でよい」（59.4％）、「高校での指導方
法やカリキュラムの改善につながる」
（52.0％）と、半数が期待を寄せる。
　一方で、「評価が大変で高校教員が
多忙になる」（80.2％）、「論理的思考
力などの汎用的能力をのばす受験指導
は難しい」（75.7％）、「現在の高校で
は多様な能力を評価するスキルが十分
にない」（72.8％）など、高校側の事情

から不安視する傾向も強い。理想と現
実が表裏一体の状況である。
　本来、汎用的能力の育成は受験指導
ではなく、高校教育の一部としてなさ
れるべきであろう。汎用的能力の育成
方法や多様な能力の評価法の確立は、
大学も直面する共通の課題であり、高
大の連携・協働によって解決策を見い
だすことが、接続の改善につながるは
ずだ。そう考えると、図表２の「高校
教員と大学教員の交流の機会を増やし
たほうがよい」に対する大学の肯定率
が、高校より10ポイントも低いことが
気になる。
　今回の調査結果は、高校と大学がそ
れぞれの教育責任を果たしながら、い
かにしてより望ましい接続を図ってい
くかという大きな課題を提示している
と言えそうだ。

高大の連携による
育成・評価手法の確立を

調査概要

「人物評価」を疑問視し
「公平性」を重視

c o l u m n

ベネッセ教育総合研究所
高等教育研究室
室長　

樋口 健

　入試制度改革では、教科知識重視か
ら、汎用的能力を含む多様な資質・能
力を評価する総合的な選抜へと抜本的
な転換を求めている。今回の調査は、
高大ともにこの方向性には大枠賛成だ
が、達成度テストの複数回受験による
高校教育への影響など、運用面で課題
ありと総括できる。課題は中教審高大

接続特別部会答申後の制度設計に引き
継がれるが、改革の趣旨を入試に閉じ
た狭い視野で捉えてはならない。
　世界の教育は既に教科知識の教育か
ら、知識を用いた実践的なコンピテン
シーの獲得へと舵を切っている。グロー
バル化と課題の複雑化が進む中、幸福
に生き、社会を良好に機能させるために
必要なのは、人々が協調して問題を解
決していく総合的な能力だ。わが国でも
次の学習指導要領では、教科別に資質・
能力の目標を明示する予定だ。入試改
革もこの大きな流れの中にある。
　重要なのは、高校・大学の７年間を

通じ、社会の変化に対応できる資質・
力を育む一貫性の視点だ。そのために
はまず、高校・大学が連携しつつ、そ
れぞれの責任と努力の中で教育をどう
変えるのか。両者の接続を良好に機能
させるために広報や入試をどう描くの
か、検討が望まれる。
　高大の教育の一貫性を保つには、両
者の相互理解が前提だ。しかし、実際
には高大連携は盛んなものの、お互い
の教育の実際を知らないとの指摘も多
い。例えば高大の合同FDなど、この状
況を打開する取り組みをどう創りだすか
が重要ではないだろうか。

【図表３】入試改革の議論に対する高校の考え
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論理的思考力などの汎用的能力をのばす
受験指導は難しい
現在の高校では
多様な能力を評価するスキルが十分にない
客観性に乏しく、
評価の公平性が担保できなくなる
従来の学力試験にはあらわれない能力・適性を
大学に評価してもらえるのでよい
高校の学習履歴を入試で評価することで、
生徒の普段の学習意欲が高まる
高校での指導方法やカリキュラムの
改善につながる

Q.「入試では教科学力に加え、多様な能力や高校時代の学習履歴を通じた能力の伸長を評価すべき」 
    との声に関連してどのようなことを思われますか。

わからない・無回答
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16.4 56.4 21.6 3.32.3

23.5 46.1 24.0 5.01.4

8.8 50.6 30.6 5.44.6

7.3 48.5 34.5 5.54.2

5.2 46.8 36.5 6.05.5

80.2

75.7

72.8

69.6

59.4

55.8

52.0

肯定率＊

＊「とてもそう思う」＋「まあそう思う」
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育委員会は、高校ごとに具体的な到達
目標を明示し、学力の定着を図る「都
立高校学力スタンダード」を2013年３
月に策定し（コラム参照）、2014年度
からは全都立高校が運用している。
　私が2013年度まで校長を務めていた
都立三田高校では、2010年に「Mプロ
ジェクト」を開始し、大学での学びに
対する期待と意欲を醸成している。
　三田高校は、ほぼ全ての生徒が大学
をめざす進学校だ。生徒は素直で指導
にはよく従うが、主体的に学習しよう
という姿勢が以前は希薄だった。この
プロジェクトによって生徒は読書や校
外での奉仕活動を通じて大学で学びた
いこと、その分野に関する課題を見つ
け、調べ学習を行い、2000字の論文に
まとめて発表する。課題の発見、探究
を通して、学問への関心、社会への問
題意識を持たせ、教科学習や大学進学
に対する動機付けをしている。
　受験学力の向上に直結するアプロー
チではなかったため校内には消極的な
意見もあったが、「大学に合格させて
終わりではなく、高校の責務として、
大学入学後、さらには社会に出てから

伸びる生徒を育てよう」と教員に語り
掛け、理解を得た。
　Ｍプロジェクトだけの成果とは言い
切れないが、開始２年目の１年生の自
宅学習時間は、１日平均70分台から110
分台に伸びた。そして多くの卒業生
が、この取り組みを通じて興味を抱い
た学部に進学している。

　政府が達成度テストの導入を検討し
ているのは、高校教育の質保証に対す
る意識の向上、入試偏重の指導の改善
を促すためと捉えている。特に「基礎
レベル」については、大学が課す選抜
制度としてではなく、高校が主体的に
担う質保証の一環として捉え、テスト
の結果を指導改善に生かすならば、有
意義なしくみになるだろう。
　不安な点もある。高校２、３年次に
複数回の試験を実施することが検討さ
れているが、授業の進度や学校行事と
の兼ね合いは考慮されるのだろうか。
さらに、高校が試験の監督業務を担当

するとなれば、教員の負担は増す。高
校からも広く意見を聞いて、円滑に実
施できる試験制度を模索してほしい。
　達成度テストは「基礎」「発展」共
に、学力を問う試験であることに変わ
りはない。個別試験に、大学での学び
に対する期待や意欲、さまざまな活動
や学習成果などを評価する多面的・総
合的評価を取り入れなければ、結局は
学力のみによる選抜となり、これまで
と同じ状況が続く。より多くの受験生
に対して、時間とスキルが必要な多面
的・総合的評価を実施するために、大
学にはアドミッションの専門人材を増
やすなど、相当の対策が求められる。
　高大接続において、高校と大学の交
流、協働は非常に有効だと考えるが、
そうした連携以前に、高校と大学が生
徒・学生の育成ビジョンを共有し、そ
れぞれの教育責任を果たして初めて、
真に効果的な接続が成し遂げられるは
ずだ。双方が、生徒・学生を社会に送
り出す当事者であるという意識を持っ
て、自分たちの役割、それを実現する
ための教育を、早急に見つめ直すべき
時期が来ている。（談）

達成度テストの導入に
多面的な評価は不可欠

c o l u m n

● 高校主体の質保証「都立高校学力スタンダード」

　都教委は、学習指導要領の各項目に
対して到達目標を具体的に表記。普通
科目について、「基礎」「応用」「発展」
の３段階に分けた。例えば数学Ⅰの「実
数」の項目では、「基礎」は「実数の
構成を理解する」、「応用」は「実数の
各集合の四則演算の可能性を判断でき
る」、「発展」は「応用」の内容に加え、「数
の拡張の意義を理解する」ことなどが目

標として記述されている。
　各高校は、この「都立高校学力スタ
ンダード」に基づき、自校の設置目的や
生徒の学力等を考慮して、各科目・項
目をどこまで学ばせるかを決める。目標
を明確にすることによって教員の指導力
や評価の正確性を向上させ、学力の定
着と伸長を図るのが狙いだ。
　到達目標は生徒や保護者にも公表す

る。修得すべき内容や評価基準を知る
ことにより、学習意欲が高まると期待
されるからだ。評価は、各高校が課す
定期テストや課題、年度末に都教委が
実施する学力調査等によって行われる。
高校は、到達目標に達していない生徒
に繰り返し指導を行うとともに、全体的
な学力定着状況を確認し、目標設定の
見直しや指導方法の改善を図る。

　● 特集　「学力」から「期待と意欲」へ

【図表】高校教育を通じて身に付けるべき「コア」を構成する資質・能力（イメージ）

◦説明する力、議論する力

◦批判的、合理的に考える力

◦創造力、構想力

◦自己理解・自己管理力

◦主体的行動力

◦職業観・勤労観

◦人間関係形成力

◦社会的責任を担い得る
　倫理的能力
◦社会の一員として参画し
　貢献する意識・態度

社会・職業への
円滑な移行に必要な力

・市民性

※中央教育審議会「初等中等教育分科会高等学校教育部会　審議まとめ」（2014年６月）を参考に、編集部が作成

◦基礎的・基本的な知識・技能
◦基礎的・基本的な知識・技能を
   活用して課題を解決する力
　（思考力・判断力・表現力等）
◦主体的に学習に取り組む
   意欲・態度

◦社会の発展に寄与する態度を
   養うために必要な「公共心」や
   「倫理観」

◦社会奉仕の精神、他者への思いやり

◦健康の保持増進のための実践力

確かな学力

豊かな心

健やかな体

　これまでの高校、特に大学進学の準
備教育の側面を持つ普通科高校は、教
育成果の評価を主に大学入試に委ねて
きた。言い換えれば、自らの手による
教育の質保証を行えていなかった。
　この問題を意識し始めたのは、2008
年から2010年にかけての「高大接続テ
スト」を検討する議論がきっかけだっ
た。少子化によって大学進学の敷居が
低くなった結果、高校生の進学に対す
る熱意や学習意欲の低下が顕在化し
た。一方、高校教育の現場は入試を目
的とした指導に偏っており、自発的に学
習する姿勢も、大学や社会が求める汎
用的能力も十分に育てられていない。
　しかし、高校は手をこまねいている
わけではない。私が委員を務める中央
教育審議会の高等学校教育部会では、
全ての生徒が身に付けるべき資質・能

力を「コア」と名付け、「審議まとめ」
で公表している（図表）。高校は、進
学と就職という大きな２つの進路に分
かれる前の教育機関だ。上級学校や
産業界の要望をふまえたうえで、「生

徒をどう成長させて送り出す機関なの
か」を見直し、自らの手による教育の
質保証に取り組もうとしている。
　各教育委員会や学校ごとの独自の取
り組みも進んでいる。例えば東京都教

大学や社会で必要な
能力や意欲を育てる

互いの教育責任を見直すことから
真の高大接続が始まる

2014年５月まで全国高等学校長協会会長を務めていた及川良一教授は、
高校教育の質保証を大学入試に委ねるのではなく、
高校自らが担うべきという考えで、入試改革、接続改革の議論に関わってきた。
高校が教育の責任を果たそうとする取り組みと高校が抱く大学への期待、
さらに、高大接続のあるべき姿を語ってもらった。

及川 良一
国立音楽大学教授・全国高等学校長協会前会長

1953年生まれ。東京教育大学文学部卒業。東京都立向島工業高校
校長、東京都東部学校経営支援センター副参事などを経て2009年
都立三田高校校長。2014年から現職。中央教育審議会高等学校教
育部会臨時委員などを務める。

おいかわ・りょういち

オピニオン
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ている。現状の高校教育は、大学入試
の突破を目標に、知識を詰め込むため
の教育と化していないか。高校の本来
の役目は、入試の有無にかかわらず、
授業を通じて学問や社会に対する興
味、関心を高め、主体的に学ぶ姿勢を
育むことにあるはずだ。中高一貫校の
中学校段階の教育がそのヒントにな
る。「高校入試に出るから」ではなく、
「なぜこの科目を学ぶのか」を説き、
生徒の意欲を高めようとする姿勢が求
められている。
　大学入学実績によって高校が評価さ
れるという現実があり、こうした理想
の実現は難しいとは思うが、だからと
いって開き直っていい問題ではない。
忸怩たる思いで奮闘している高校教員
を、大学として応援したい。
　一方、大学は、高校で培われた学び
への意欲を評価して学生を受け入れ、
彼らの期待に応える教育をすべきだ。
　高校生に対しては、出前授業やオー
プンキャンパスで大学の学びの楽しさ
を伝え、意欲、期待をかき立てたい。
時には自学を広報する意識を捨てて、
高校生の進路観を耕す目的に徹するこ
とも必要になるだろう。

　受験者に過度な負担を強いる入試
は、入学をゴールと勘違いさせやす
く、その後の学び続ける意欲を削ぐこ
とにもなる。受験に至るまでの姿勢や
継続的な取り組みを評価する入試な
ら、高校生活で膨らんだ「もっと学び
たい」という期待と意欲を、大学がそ
のまま引き継ぐことができる。
　入学後は、入試で評価した点を伸ば
すべく、個別性の高いカリキュラムを
設けるのが理想だ。学力に評価の力点
を置いた一般入試合格者と、期待や意
欲を評価したAO入試の合格者には、
別のポリシーに基づく教育プログラム
や成績評価が用意されてもいい。
　多面的な評価を導入するには評価
方法の検討、精度の向上が欠かせな
い。高校生に対する啓発活動も、カリ
キュラムの個別化も、相応の準備や体
制が必要だ。高校側も、入試を目標と
せず、科目本来のおもしろさを伝える
教育を行うには、指導技術の向上、指
導時間の確保など、課題は多い。しか
し、高校と大学それぞれの都合を承知
したうえで、本来なすべき教育の優先
順位をいかにして上げるかを、私たち
は問われている。

　私が所属するアドミッションセン
ターは、３つの入試を運営している
（図表）。いずれの入試も、探究心、
積極性、主体性に富む人材を求めてい
る。それらを個人の取り組み・研究で
培った者を「アドミッションセンター入
試（ＡＣ入試）」で、特定の科目で培っ
た者を「国際科学オリンピック特別入
試」で、学校で培った者を「国際バカ
ロレア特別入試」で発掘する。いずれ
も大学が直接、学力を検定しない。し
かし、自身の学力や適性を理解して努
力を重ねた「強い個」を持つ者のみが
合格できるという、一般入試よりハー
ドな面もある。
　３つの入試が重視する問題発見・解
決能力、国際バカロレア特別入試が求
める国際性は、本学が開学時から育成
をめざしている教育目標だ。高校時代
の取り組みと、入学後の教育が相乗効
果を挙げることを期待している。一般
入試合格者とは資質が異なる学生の存
在によって、刺激を与え合う環境を生
み出すのも狙いの一つだ。
　入試制度の新規導入には、新たな
教育の流れを応援するという側面もあ
る。2009年度から実施している国際科
学オリンピック特別入試は、入試とは
関係なく生徒と一緒に理数科目に真剣
に取り組んでいる高校教員を、2015年
度が初回となる国際バカロレア特別入
試は、探究心を持って現代社会の課題
に立ち向かう力を育成する高校を後押
しする意図がある。これらの入試の周
知を含め、今後も積極的に高校教育に
働き掛け、あるべき接続の実現を図る
つもりだ。（談）

　まだ大学が「狭き門」であった時
代、多数の受験生を効率よく選別する
には学力を目安にするほかなく、入試
難易度は入学者選抜における「交通整
理」の役割を果たした。
　大学への入学志願者全員を厳しく選
抜する必要性が低下した今、学力のみ
による選抜はむしろ、目標を持たず意
欲に欠ける学生を抱え込むリスクさえ
生んでいる。学力に加え、大学におけ
る学習への期待、意欲といった多面的
な要素を問う入試を適切に実施するこ
とにより、大学はより自学に合った人
材を受け入れ、教育や研究を活性化す
る可能性を持つ。
　達成度テストの検討が進む現在は、
多面的な評価を取り入れる絶好のタイ
ミングだと考えている。言語活動の充
実により思考力やコミュニケーション

力の向上を図る新学習指導要領、身に
付けた知識や技能を社会生活でどれだ
け活用できるかを問うPISA型学力な
ど、多面的な評価になじむ教育や学力
観が浸透してきている。一方で高校と
大学で進路指導や入試制度に責任を
持つ世代である50代の教員は、小論文
や面接が比較的多く課せられた時期に
大学入試を経験し、多面的な評価に一
定の理解がある可能性が高い。
　ただし、懸念もある。日本では過去
にも学力以外の評価を重視しようとし
た時代があった。それがなぜ定着しな
かったのかを検証しないまま多面的な
評価による接続をめざしても、結局は
また学力偏重に戻るのではないか。
　また、時代の要請だからといって無
分別に多面的な評価を導入するのでは
なく、専門分野の特性によっては、学
力評価とのバランスを考慮する必要が
ある。工学に数学や物理の学力が欠か
せないように、累積的な学びを必要と

する分野では、土台としての学力をあ
る程度重視するのは当然だ。

　高校と大学の教育に連続性を持たせ
るには、互いの教育に対するさらなる
理解が必要だ。高校は、入試の内容か
ら大学が要求する能力を推し量っては
いるものの、入学後に求められる能力
まではわかってはいないと思われる。
大学は、学習指導要領の内容は理解し
ているが、高校での具体的な学びや、
それに対応する入学後の引き継ぎ方を
あまり考えてこなかった。相互理解が
進めば、高校と大学それぞれの教育を
通して何を培い、何を接続させるべき
か、自ずと導き出されるはずだ。
　高校の教員には、入試や試験とい
う言葉を使わずに科目本来のおもしろ
さ、深みを生徒に伝えてほしいと思っ

　● 特集　「学力」から「期待と意欲」へ

【図表】筑波大学アドミッションセンターが実施する入試

アドミッション
センター入試
（AC入試）

主に自己推薦書（２年以上かけて自ら取り組んだ学びについてま
とめる）の内容と、それに関する面接・口述試験によって、問題
解決能力や入学後の学習に必要な適応性などを判定する。

国際科学
オリンピック
特別入試

国際科学オリンピック出場経験者もしくは代表者選考会において
一定の成績を収めた者が対象。明確な目標を持って計画的に学
ぶ意欲、入学後の学習に必要な適応性などをエントリーシートと
面接で判定する。

国際
バカロレア
特別入試

学類が指定した科目を履修して国際バカロレア資格を取得した者
が対象。面接・口述試験では、EE（課題論文）、TOK（知識の
理論）、CAS（創造性・活動・奉仕）の学習成果、入学後の学習
に必要な適応性などを見る。

相互理解に基づく接続を図り
高大が本来の教育を取り戻そう

大谷奨教授は、高校と大学がそれぞれ教育の本分を全うし、
相互に理解、信頼し合うことによって、
生徒・学生の成長につながる接続が実現すると述べる。
主体的な活動を評価する筑波大学のＡＯ入試を例に引きながら、
学びへの意欲を育て、評価する教育と入試のあり方を語ってもらった。

大谷 奨
筑波大学アドミッションセンター教授

1963年生まれ。筑波大学大学院教育学研究科博士課程中退。摂南
大学、旭川医科大学などを経て2006年から筑波大学アドミッショ
ンセンターに勤務。博士（教育学）。専門は教育制度学、特に中等
教育制度史、大学入試制度論、学校設置者論など。

おおたに・すすむ

オピニオン&実践

機能が低下した
「交通整理」としての入試

「入試」と絡めず
科目のおもしろさを伝授

入試制度を通じて
高校の取り組みを支援
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　筑波大学のAC入試は、自主研究な

ど志願者が高校の授業以外で取り組ん

でいるテーマについてのレポートや作

品等を書類審査する第１次選考と、

30分程度の面接を個別に行う第２次

選考から成る。

　全募集人員のうち、AC入試の定員

は約２％。合格にふさわしい志願者が

少ない場合は定員を充足させず、一般

入試の定員にまわす。「どんな逸材が

いるかは募集をしてみなければわから

ない。結果的に定員を満たせなくて

も、枠は広げておきたい」と大谷教授

は話す。趣旨に共鳴し募集人員を増や

してきた学類がある一方、「入学後の

学習方法と相性がよくない」「推薦入

試の合格者と資質が重複する」などの

理由で募集を止めた学類もある。

　面接では、多くの志願者が目を輝か

せながら研究テーマについて話すとい

う。自分が没頭する研究のレベルの高

さを理解してくれる人が周囲にいる

ケースは少なく、その分野に造詣が深

い教員と議論できることに喜びを感じ

るようだ。ある志願者は、一般入試で

合格できる学力があるにもかかわらず

AC入試を受験した理由を、「自分が

取り組んできたことを認めてもらえる

入試を受けて入学したかった」と語っ

たという。

　自ら学ぶ意欲を評価することから、

アドミッションセンターは、リメディ

アル教育を課さず、学力を指標とした

効果測定も行っていない。面接時の教

員からの指摘をふまえた研究のまとめ

直し・継続を促すことが入学前教育に

なっている。この入試の効果測定の指

標としては、優れた実績を挙げた学生

に授与される学長表彰、自然科学系の

研究コンテスト「サイエンス・インカ

レ」の受賞実績などを使用。学長表彰

を受けるのは全学生の約４％で、う

ち約30％をAC入試合格者が占めてい

る。合格者の学力には幅があるが、専

門分野への意欲を転化して基礎学力の

修得に励む者も少なくない。

　アドミッションセンターは合格者

に、2013年度から全学群の１〜３年

生を対象に実施している「先導的研究

者体験プログラム」の利用を勧めてい

る。研究計画書を提出して費用を申請

し、採択されれば自主研究を行える

制度だ。利用者の約40％をAC入試合

格者が占めている。「合格者の資質に

合った個別性の高い教育プログラムの

実施によって、AC入試が一歩前進で

きた」と大谷教授は述べる。

学力ではなく継続的な学びを評価 ——筑波大学のAC入試
実践

一般入試では測ることができない問題発見・解決能力を持ち、
得意分野にまい進できる人材の獲得を目的に、
筑波大学が2000年度から実施している多面的評価・ＡＣ入試の概要を紹介する。

面接で受験生が
目を輝かせる入試

入学前の意欲を引き継ぐ
研究者体験制度を実施

AC入試のアドミッションポリシーと志願者の取り組みのテーマ例（抜粋）

人文・文化学群／人文学類
人文系の学問に関わる専門的知識を主体的に吸
収し、自己の判断力を磨いていく能力と創造的
な問題解決能力を有する人材を選抜します。

生命環境学群／生物資源学類
生物資源及び関連事項に対して強い興味と問題
意識を持ち、自ら問題を発見し解決に取り組む
能力と、それを他人に伝え論理的に説明する能
力、そして生物資源に関連する基礎学力と学習
意欲を持つ人材を選抜します。

理工学群／社会工学類
数学と外国語の基礎学力を有し、社会システ
ムについての問題を発見・解決するまでの一
連の活動を意欲的かつ主体的に行うことので
きる明確な目的意識と勉学意欲を持つ人材を
選抜します。

・考古学研究とその視点—下野
型古墳の形態

・今に生きる庚申信仰
・戦時下の弾除け信仰の隆盛と
衰退

・ピロールの電解重合
・国内飼料自給率改善とシステ
ムの活用を目指して

・クズの生態系内における異種
個体群の関係

・津波被害と減災に関する多角
的調査研究

・地方都市再生問題の事例研究
・都市部における電線類地中化
を考える

実施学群／学類
アドミッションポリシー 取り組みのテーマ例
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　本学のオープンキャンパスや附属高
校向けのイベントなど、年に数回、模
擬授業を行う機会がある。
　心掛けていることは２つあり、その１
つは、自分の専門領域である社会学の
面白さを高校生に伝え、学部・学科を
選ぶ際の参考にしてもらうこと。もう１
つは、社会学を学ぶことを通じて、専
門的な知識だけではなく、社会に出て
必要とされる汎用的能力も身に付ける
ことができるということ、つまり、社会
人になるためのステップになることを
具体的に示すことである。
　ここ１、２年の模擬授業では、社
会学の研究手法としての現地調査
（フィールドワーク）の有効性を解説
した後、２年生対象の「社会調査実
習」で行った東日本大震災に関する現
地調査の内容を紹介。調査を通じて、

情報を集めて分析する力、その結果を
課題に即した報告書にまとめる力など
が身に付けられると説明している。受
講した高校生からは、「自分も社会調
査をしてみたい」といった社会学に対
する興味を示す言葉のほか、「大学生
になると、こんな立派な報告書が書け
るようになるんだ」という驚きの声も聞
かれた。
　高校生は大学卒業後の社会生活ま
で視野に入れ、何らかの成長を期待し
て大学に入学することが望ましい。し
かし、法曹、教員などの職業に直結す
る資格の取得をめざす学生を除けば、
多くの文科系の学生は一般企業、官公
庁などを希望し、必ずしも大学での専
門性を直接生かす職業には就かない。
そうであれば、大学、とりわけ文科系
の学問を教える者は、専門的な知識と
並行して、どんな職業に就いても役立
つ能力を学生に修得させるべきではな
いだろうか。

　少なくとも私の模擬授業を受けた生
徒には、大学生活を一人前の大人にな
るためのステップであると自覚して、
その過程を充実させる努力の大切さに
気が付いてほしいと願っている。その
ために高校時代に、自分が努力しよう
と思えるだけの心引かれる専攻分野を
見つけてもらいたい。
　私のこういう考え方には、現在務め
ている空手部の部長としての経験が影
響している。卒業時まで部活動に熱心
に参加する学生に共通するのは、部が
めざす方向性に賛同し、「ここで心身
を鍛えよう」という意欲を持って入部
してきている点だ。高校生が進学先を
選ぶ際も、きっと同じだと思う。学力だ
けを基準にするのではなく、学ぶ目的
を持ち、自分が成長できる大学を選ん
だ高校生は、入学後も主体的に学び続
けるだろう。
　このメッセージさえ伝われば、私の
模擬授業を受講した結果、専修大学以

専門知識だけでなく
汎用的能力の修得を説明

「大学での成長」に期待を高める
模擬授業をデザインする

高校生に、大学生活に対する期待と意欲を抱かせるためには、
そこで何が身に付き、自分がどのように成長できるのかを具体的に伝えるべきだ。
学生を社会の一員として成長させることを目標に、日ごろの授業を行い、
模擬授業では高校生に学びの意義を語るという嶋根克己教授に、
取り組みにかける思いを聞いた。

嶋根 克己
専修大学人間科学部教授

1956年生まれ。筑波大学助手などを経て現職。大学入試センター
の客員教授、経済産業省ライフエンディング・ステージ研究会委員
長などを歴任。専門は社会学。著書に『非日常を生み出す文化装置』

（共編著）、『生きづらさの時代』（共著）など。

しまね・かつみ

オピニオン&実践
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のように深刻な内容に触れざるを得な
い調査を通して、学生はモラルや礼儀
を学ぶ。初めはカジュアルな格好で訪
問していた学生が、服装を改め、会話
中の気遣いを覚え、使命感をもって調
査にあたるようになると、一歩大人に
近づいたと実感する。

　中等教育と高等教育には、それぞれ
完結した役割があると思っている。中
等教育はカリキュラムも科目の内容も
明確で、中身をどれだけ修得できたの
かは、０か１かで判定できる。一方、高
等教育は、高校までに習得した基礎を
応用する段階だ。問題を自分で発見し
たり設定したりして、正解がなくても自
分で考え続け、新しいものを生み出す
力を身に付ける。

　両者の役割をふまえると、まず高校
までは、与えられた課題をきちんと成
し遂げる力を身に付けることが大切
だ。2014年度から本学の高大連携連絡
協議会の委員に就任し、先日高校を訪
問したところ、勉強の習慣化、規則的
な生活などを高校教員がいかに熱心に
指導しているかを知った。
　ただし、大学進学を前提とする場
合、「あらかじめ用意された正解を探
す」「言われたことを忠実に実行す
る」といったことを「良きこと」とする
価値観しか持っていないと、進学後に
「正解はない」「主体的に動け」といっ
た大学の教育方針の下での戸惑いが容
易に想像できる。高校までで身に付け
る価値観が絶対的な基準ではないこと
も、併せて生徒に知ってもらいたい。
　進学先の選択については、特に文科
系であれば、難易度や知名度よりも、
入学後に何を身に付けられるかが重要

である。卒業後、「これを修得した」と
言える大学を生徒が選べるように、高
校、大学双方が働き掛ける必要がある
だろう。
　教育サービスの提供主体である大学
が他のサービス産業と大きく異なるの
は、顧客である学生にも多大な労力を
求める点だ。個々の大学の教育姿勢を
見て自らの成長を期待できる大学を選
んでくれれば、進学後も労を惜しまず
前向きに学びに取り組むだろう。
　大学には、「ここで成長したい」と
思って選んでくれた学生の期待を充足
させる義務がある。学校教育の最後の
ステージとして、どのような能力を身
に付けた学生を社会に送り出そうとし
ているのか、それを実現するためにど
んな教育を実施するのかを真摯に考
え、高校生をはじめとするステークホ
ルダーに示し、その教育を着実に実践
すべきである。（談）

c o l u m n

● 「大学とは」を伝える専修大学の高大連携事業

　専修大学は、自学の募集広報よりも、
高校との相互理解とそれぞれの教育の
充実に主眼を置いた「入試に直結しな
い高大連携」に取り組んでいる。「教育
交流に関する研究協定」を締結してい
る15 校が連携の対象だ。
　取り組みの１つ「一日体験入学」では、
高校生が同大学の授業や施設を見学す
る。「大学とはいかなる場所なのか」を
実際に足を運んで確かめるのが目的で、
原則として出願は呼びかけない。施設
の案内役を務める学生には、履修科目

やゼミの様子についても話してもらい、
高校生に進学後の生活を想像させる。
　取り組みを開始した2005年度は２・
３年生を参加させる高校が多かったが、
現在は大半が１年生だ。学長室企画課
の佐藤公子課長補佐は、「ここ２、３年で、
高校による高大連携の目的が、大学選
びを中心とした進路指導から、広く将来
を考えさせるキャリア教育に移ってきた
印象がある」と話す。

　協定を結んでいる高校の生徒が大学
の授業を学生と一緒に半期全15 回受講

する聴講制度も実施されている。履修
科目は188 科目から選べ、単なる授業
体験にとどまらず、興味を持った学問の
一端を知ることができる。聴講生は必ず
しも専修大学志望ではなく、同大学に
入学しても単位認定はされない。
　「刑法総論」の授業に高校生を受け入
れた法学部の教員は、「多くの人を納得
させるための根拠を整理する法学のプ
ロセスは、他の分野でも頻繁に経験す
るはず。履修を通じ、説得的、論理的
な検討の重要性を少しでも認識してほ
しい」と聴講生にメッセージを送って
いる。

入試に直結しない連携

法学の授業で伝える普遍性

役割の違いをふまえ
高大が責任ある教育を

　● 特集　「学力」から「期待と意欲」へ

【図表】社会学の研究プロセスの例と修得できる能力

社会で起きている現実を見て、
自分が解くべき問題を設定する。 問題を発見する能力➡1

問題を考えるうえで必要な情報を、
資料、現地調査などによって
多角的に収集する。

情報を幅広く
収集する能力➡2

絶対的な正解がない問題の解決方法を
主体的に考え続ける。

自分なりの解決策を
考え抜く能力➡3

問題や仮説、収集した情報、
それらを総合して考えた結論などを、
第三者が理解できる文章で表現する。

レポートや報告書に
まとめる能力➡4

事実を基に自分の考えを、
口頭で報告する。

自分の考えを
他人に伝える能力➡5

報告やそれに至る過程において、
（ゼミの）仲間と議論を繰り返す。 コミュニケーション能力➡6

外の志望校を選んでもらっても構わな
い。大学で実現したいことや力を発揮
できる環境は多様であり、それぞれに
適した大学や分野があるはずだから。

　模擬授業にしても大学の授業にして
も、以前からこのような考え方で取り
組んでいたわけではない。社会学者の
役割は学生に「社会学」を教えること
であると思っていたし、高大連携など
考えたこともなかった。
　だが、社会も大学の状況も変わって
きている。大学進学率の上昇に伴う学
生の多様化は顕著で、どの学力層に
も、社会生活に必要な基礎的能力が不
足した学生が一定数存在している印象
だ。それゆえ、かつてと同じような大
学教育を行っても、社会に有為な人材
を送り出せないと考えるようになった。
　それを痛感したのは2000年代後半。
リーマンショックによって、以前ならす
んなり内定を得てもおかしくないよう
な学生が就職に苦労する様子を多く目
にした。就職活動を成功に導くこと自
体は大学教育の本質ではないが、そこ
でつまずくと、学校教育に対する不信
感、ひいては自身の能力についての懐
疑が生まれてしまう。
　教員としては、身に付けた能力に自
信を持ち、母校に誇りを持って卒業し
てほしい。４年間の学部教育で一教員
に何ができるのかを考え直した結果、
学問的な実践を通して、社会に出てか
ら真に役立つ力を育成すべきという結
論に行き着いた。
　純粋に学問のみを教えるべきだと考
える教員からは、批判もあるかもしれな

い。しかし、たとえ研究者をめざす者
であっても、一人の社会人になること
には変わりない。これまで実践した授
業を振り返ってみても、学問を追究す
ることと社会で通用する力を培うこと
は、まったく矛盾していないと言える。

　現在は、めざすべき卒業生の姿とし
て、自分で判断ができ、その判断に責
任を持てる「自分の力で生きられる大
人」になることを想定して授業をして
いる。３、４年次のゼミの初回は、「Be 
Adult！」というモットーをしっかり伝
えている。
　学生に社会人として通用する力を
養ってもらうために、社会調査実習や
ゼミで意識的に取り入れているのが、
図表で示すようなプロセスだ。
　東日本大震災を主題とした調査実習
を例に挙げると、既存の情報や独自の

聞き取り調査を基に問題を設定する。
被災地を自分の足で歩いて住民や業者
に話を聞き、「大量死が発生した際の
埋葬制度の課題」「震災の爪痕を遺構
として保存することの是非」といった
答えのない問いについて考える。考え
たことを文章にまとめ、プレゼンテー
ションを行う。そのプロセスで他者の
意見を聞き、反論に応える。
　実習中に収集した情報や講義で学
んだ理論はいつか古びてしまうだろう
が、こうしたプロセスを通じて身に付く
能力は、将来にわたって活用できるは
ずだ。仕事や職場の問題点を発見し、
データを集め、解決策をまとめ、人に
伝えられる人材というのは、社会が文
科系学部の卒業生に求めている人材像
とほぼ一致するのではないだろうか。
　現地調査には、服装や言葉遣いな
ど、大人としての立ち居振る舞いを身
に付けたり、広く社会を知ることによっ
て精神的な成長を遂げたりする効果も
期待できる。被災者へのインタビュー

実習やゼミを通じて
学生は「大人」になる

時代と学生の変化の下で
変わってきた教育観
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＊１  例えば ADVANCED PLACEMENTなど。

　● 特集　「学力」から「期待と意欲」へ

　ダビンチ入試は、教科別試験は課さ

ず、２段階の選考（スクーリング）を行

う。第１次選考では京都工芸繊維大学で

学ぶ準備ができているかを、第２次選考

では各課程で学ぶ力があるかをみる＊2。

　第１次選考は、講義とレポート、文章

課題とレポートという２段階で行われ

る。レポートを通して基礎学力を確認

し、文章の読解力や表現力を測定するほ

か、受講時の理解・応用力なども評価す

る。その結果と提出書類の内容を総合し

て選抜する。

　課程ごとに実施する第２次選考では、

講義や実験など、各課程で行われている

学びの一端を切り取った形でのスクーリ

ングを行い、レポート、プレゼンテー

ション、グループディスカッション、面

接などを行う（図表）。各課程が求める

人材か、学習のしかたに耐えられるかを

考察することにより、その課程での学習

効果が十分に期待できるかを判断する。

　ダビンチ入試の合格者には、入学まで

の期間も学習習慣を維持できるよう、主

体的な学習者を育成するための入学前教

育を実施している。

　12月初旬の合格発表後にオリエン

テーションを行い、通信添削や学習相談

会がスタートする。通信添削は、英語、

学ぶ準備ができているか、多面的に評価
——京都工芸繊維大学のダビンチ入試

＊2  京都工芸繊維大学の学生募集は、学部・学科単位ではなく課程単位で実施されている。

第２次選考試験の例 〜2014年度デザイン経営工学課程の問題〜

実践

１
日
目

課題＆プレゼン
「３種類の色を用いることでより役に立つモノのアイデアを考
え、文章、絵、図表等を用いて提案する」という課題の下で資
料を作成し、受験者全員の前でプレゼン、質疑応答

２
日
目

グループ
ディスカッション

「景観」について京都やヨーロッパの事例を含めた講義の受講後、
「京都の景観のあるべき姿」について、グループディスカッショ
ンし、結果を口頭で発表

面接 志望理由、勉学の方向性、学習意欲や将来の展望について質問

数学、物理、文章表現について、各教科

３回全12回の課題を提出させる。テキ

ストは大学での学びに必要な内容を盛り

込んだオリジナル教材で、１日１時間程

度の勉強が前提だ。

　「入学後の成績は、出身高校の偏差値

や合格直後のプレースメントテストの成

績より、入学前教育の課題の提出率と一

番強い相関関係を示している。課題提出

率は、ここ数年ほぼ100％だ」（山本

准教授）。

　学習相談会は３回実施する。自学自習

がメーンだが、ミニ講義や学生チュー

ター等のオプションもある。2013年度

は合格者59人中、１回目54人、２回目

55人、３回目47人が参加、京都以外か

らの参加者も多い。

　入学予定者に送るメールマガジンに

は、通信添削のヒントのほか、先輩学生

からのメッセージなど、高校生から大学

生への転換を促す内容を盛り込み、大学

への帰属意識の醸成や、自主的に学習す

る姿勢の維持・向上に力を注ぐ。

れが自分にどのような変化をもたらし
たか、そういうストーリーを持っている
生徒が、大学教育で向上できる。
　ダビンチ入試による入学者には、任
意で入学前教育を課している。その効
果もあると思われ、中退率が低く、成
績もトップ層を形成する場合がある。
また、学生フォーミュラなどのプロジェ
クトリーダーを務める学生も多い。
　ダビンチ入試がめざすのは、「受け

てよかった入試」である。試験後に行
う調査では、「模擬講義が体験入学
のようで楽しく、同じ志を持つ人と話
すうちに、この大学への気持ちが強く
なった」など、進学意欲の高まりを示
す感想が多く寄せられる。この入試で
不合格になっても、一般入試を受け直
したり、次年度に再挑戦したりする受
験生も少なくない。リベンジ組が多い
のも、この入試の特長だ。

　大学に来て学びたいと思えるような
講義を行い、課題では、スティーブ・
ジョブズ氏のスピーチのように学ぶ意
欲や目的意識を高めるメッセージに触
れさせるなど、この入試自体を１つの
教育プログラムと位置付けている。も
し不合格になっても、他大学に進学し
ても、この入試を経験したことによっ
て、大学生マインドが育成される、そん
な教育的な機能をめざしている。（談）

　高校と大学の学びは異質なものであ
る。高校までは、系統的学習を通して
知識を得て、正解ありきの状況下で解
答する。一方、大学では、知識を融合
的に用いて、正解のない現実的な状況
下で最適解を導く能力の育成に力が注
がれる。高校と大学のこうした違いを
学習者がきちんと認識し、学びに対す
る姿勢を自ら変えることが期待される
が、現在の日本では大学教育を高校の
延長のように捉えている学生が多い。
　国内外の高大接続モデルには、次の
ようなものがある。第１モデルは従来
の教科型入試で、選抜するモデルであ
る。第２モデルは、大学が高校で基礎
的な大学レベルの教育を実施し、大学
の単位を与えるシステムである＊1。 第
３モデルは、関係教育組織でリメディ
アル教育を実施し、所定の単位を修得

した者を大学に移行入学させるシステ
ムである。第４モデルとして、大学の
教育成果重視の接続モデルがある。博
士の学位取得要件から逆算して学士
課程への入学要件を定め、それを満た
せば大学教育を受ける準備があるとし
て、入学を認める制度だ。本学ではこ
の第４モデルを参考に、大学で学ぶマ
インドがセットされているかを問うダ
ビンチ入試を実施している。

　本学で行っている入学前から入学後
にかけての学習パフォーマンスの追跡
調査では、選抜方法によらず入学直後
から学業不振者が確認され、この時点
の「学習のつまずき」がその後もずっと
尾を引くことが判明している。これは、
学生の学習観が高校生のそれから脱却
しないため、能動的な学習態度や意欲

に結びつかないためだと考えられる。
　そこで本学では、大学教育を受ける
準備が高校生活の中で培われたかを
問うダビンチ入試を2002年度から導入
し、効果を上げている。この入試では、
教科別試験は行わず、調査書などの
提出書類と、本学での授業を模した講
義を受けるなど２回のスクーリングの
結果を総合し、能力や適性などを多面
的に評価する。「高校で成果を上げた
生徒は、大学入学後も成果が期待でき
る」という方向性で選抜を行っている。
　この選抜では在学中に取った資格や
特別な活動の結果が合否に関係すると
よくいわれるが、そういうスペックだけ
では決して評価をしない。高校生なの
で、SSH指定校で学んでいるなど、ほと
んどが与えられた環境下での成果だか
らだ。結果ではなく、そのプロセスや問
題意識、解決のしかたなどの文脈を注
視し、入学後もそれが期待できるかを
評価する。結果に至る模索の中で、そ

大学の学びの姿勢に
変えられない学生

資格などのスペックより
姿勢や創意性を重視

受験生の成長を促すAO入試が
高大の教育接続の機能を発揮

京都工芸繊維大学は、教科別試験を課さないＡＯ入試「ダビンチ入試」を
実施している。受験までの状況の把握とスクーリングを通して
基礎学力を含む能力や適性を多面的に評価するこの入試は、
大学での学びのビジョンを明確にする教育プログラムとしても機能しているという。
高大接続に対する考えと、特色あるＡＯ入試の概要について山本准教授に聞いた。
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